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予    定    額 備        考

千円

１ 水 道 事 業 収 益

１ 営 業 収 益

１ 給 水 収 益

２ 受 託 工 事 収 益

３ そ の 他 の 営 業 収 益

２ 営 業 外 収 益

１ 受取利息及び配当金

２ 他 会 計 負 担 金

３ 長 期 前 受 金 戻 入

４
消費税及び地方消費税
還 付 金

５ 雑 収 益

３ 特 別 利 益

１ 過 年 度 損 益 修 正 益

平成３１年度　川越市水道事業会計予算実施計画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

収             入

款 項 目

水道事業会計
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予    定    額 備        考

千円

１ 水 道 事 業 費 用

１ 営 業 費 用

１ 原 水 及 び 浄 水 費

２ 配 水 及 び 給 水 費

３ 受 託 工 事 費

４ 業 務 費

５ 総 係 費

６ 減 価 償 却 費

７ 資 産 減 耗 費

８ そ の 他 営 業 費 用

２ 営 業 外 費 用

１
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

２ 雑 支 出

３ 特 別 損 失

１ 過 年 度 損 益 修 正 損

４ 予 備 費

１ 予 備 費

支              出

款 項 目
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予    定    額 備        考

千円

１ 資 本 的 収 入

１ 企 業 債

１ 企 業 債

２ 他 会 計 負 担 金

１ 他 会 計 負 担 金

３ 工 事 負 担 金

１ 工 事 負 担 金

４ 水 道 施 設 加 入 金

１ 水 道 施 設 加 入 金

款 項 目

資  本  的  収  入  及  び  支  出

収             入

水道事業会計
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予    定    額 備        考

千円

１ 資 本 的 支 出

１ 建 設 改 良 費

１ 第三次浄水場整備事業費

２ 配 水 管 布 設 費

３ 配 水 管 改 良 費

４ 新 営 改 築 費

５ 量 水 器 費

６ 固 定 資 産 購 入 費

２ 企 業 債 償 還 金

１ 企 業 債 償 還 金

３ 予 備 費

１ 予 備 費

 支              出

款 項 目
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（単位　円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却損

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

平成３１年度　川越市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年　４月　１日から平成３２年　３月３１日まで）

△ 402,884,000

△ 260,000

△ 59,558,000

△ 16,805,202

△ 145,648,000

水道事業会計
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２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

工事負担金の受入による収入

水道施設加入金の受入による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

△ 2,506,942,798

△ 4,583,000

△ 2,307,516,798

△ 637,314,000

△ 37,314,000

△ 681,570,853
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１　総　　括

特別職 一 般 職 報　　　　酬 給　　　　料 手　　　　当　 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） 　　　（千円） （千円）

資本勘定支弁職員

(　  ）内は、再任用短時間勤務職員(外書き）

合　　　　　計

比  較

損益勘定支弁職員 △ 113,474 △ 104,969 △ 101,987

△ 99,522△ 112,508 △ 102,760

合　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

給 与 費 明 細 書

区　      　　　分

職  員  数 給  　　　　　　　与  　　　　　　　　費
法定福利費

合　　　　　計

合　   　計

備　　考

水道事業会計
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管 理 職 手 当 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 時 間 外 勤 務

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）  　 （千円） 手　当　  （千円）

夜 間 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 管 理 職 員 特 別 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当

　　　（千円） 　　　　　(千円） 勤務手当    (千円) （千円） 　（千円） （千円）

手 当 の

内 訳

前 年 度

区 分

本 年 度

比 較

比 較 △ 117,764

△ 708

前 年 度

区 分

本 年 度
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２　給料及び手当の増減額の明細

扶 養 手 当 △ 12
地 域 手 当
時間外勤務手当
期 末 手 当
勤 勉 手 当

備　　　　　　　　　　　　　　　　考

　給与改定実施時期　　平成30年4月1日

　　　給与改定による
　　　（給与改定実施時期　平成30年4月1日及び平成31年4月1日）

区 分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説　　　　　明　(　千　円　）

△ 114,057その他の増減分

給 料

△ 112,508手 当

昇 給 に 伴 う
増 加 分

その他の増減分

給与改定に伴う
増 減 分

制度改正に伴う
増 減 分

水道事業会計
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３　給料及び手当の状況

(１）　職員１人当たり給与

企 業 職 一 ） 企 業 職 二 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

(２)　初　任　給

(円） (円）

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職 一 般 会 計 ）

平 成 年 月 １ 日 現 在

区                              分

平 成 年 １ 月 １ 日 現 在

区 分 企 業 職 一 ）
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　(３）　級別職員数

級 級

級 級

級 ２ 級

級 １ 級

級 計

平 成 年 １ 月 １ 日 現 在 級 (  　)

級

級

級

級

計 (  　)

級 級

級 級

級 級

級 計

平 成 年 １ 月 １ 日 現 在 級

級

級

級

級

計

　　（級別の標準的な職務内容）　　　　平成３１年１月１日現在

区 分 級 級 級 級 級 級

企 業 職 二 ） 水 道 主 任
水 道 主 任

水道技能士等
水 道 副 主 任

（　　）内は、再任用短時間勤務職員(外書き）

級 級 級

企 業 職 一 ） 局 長 等 副 局 長 等 課 長 等 副 課 長 等 副 主 幹 等 主 査 等 主 任 等
主 事 主 事 補

技 師 技 師 補

区 分
企 業 職 一 ） 企 業 職 二 ）

職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （%) 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （%)

水道事業会計

369



(４）　昇給

合 計 企 業 職 一 ） 企 業 職 二 ）

職　　　　  員　　　　　数 　　（A）           　  (人）

昇 給 に 係 る 職 員 数     （B）             　（人）

2号給　（人）

4号給　（人）

号給　（人）

号給　（人）

職　　　　  員　　　　　数 　　（A）           　  (人）

昇 給 に 係 る 職 員 数     （B）             　（人）

2号給　（人）

4号給　（人）

号給　（人）

号給　（人）

(５）　特殊勤務手当

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

平 均 支 給 月 額 円 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　水道管路維持作業手当等

（ 平 成 年 月 日 現 在 ）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

本年度
号  給　数　別　内　訳

比　　　　　　　　率　　　   　（B)/(A)　　　　　 （％）

前年度
号  給　数　別　内　訳

比　　　　　　　　率　　　   　（B)/(A)　　　　　 （％）

区　　　　　　　　　　　　　　分 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
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(６）　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計
６月　（月分） １２月　（月分） （月分）

(７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

一般会計の制度
（支給率等）

(８）　その他の手当

通 勤 手 当 〃

地 域 手 当 〃

住 居 手 当 〃

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　じ

　定年前早期退職
　特例措置（2％～
　20％加算）

　定年前早期退職
　特例措置（2％～
　20％加算）

支 給 率 等

一 般 会 計 の 制 度 有

（　　　) 内は、再任用職員

区 分 備 考

本 年 度 有

前 年 度 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 ・ 職 務 の

備 考
級 等 に よ る 加 算 措 置

水道事業会計
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継 続 費 に 関 す る 調 書 

 

款 項

事

業

名

全 体 計 画
前前年度

末までの

支払義務

発 生 額

前 年 度 末

までの支払

義 務 発 生

（見込）額

当該年度

支払義務

発 生

予 定 額

当該年度末

までの支払

義 務 発 生

予 定 額

翌年度以

降の支払

義務発生

予 定 額

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

年度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳

国 庫

補助金
企 業 債

他会計

負担金

損益勘定

留保資金

そ の 他

１

資

本

的

支

出

１

建

設

改

良

費

大

字

笠

幡

配

水

管

改

良

事

業

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

－ － － － － －

－ － － － － － －

計 － － － － －
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継 続 費 に 関 す る 調 書 

 

款 項

事

業

名

全 体 計 画
前前年度

末までの

支払義務

発 生 額

前 年 度 末

までの支払

義 務 発 生

（見込）額

当該年度

支払義務

発 生

予 定 額

当該年度末

までの支払

義 務 発 生

予 定 額

翌年度以

降の支払

義務発生

予 定 額

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

年度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳

国 庫

補助金
企 業 債

他会計

負担金

損益勘定

留保資金

そ の 他

１

資

本

的

支

出

１

建

設

改

良

費

大

字

笠

幡

配

水

管

改

良

事

業

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

－ － － － － －

－ － － － － － －

計 － － － － －

国庫補助金 企　業　債 そ　の　他

千円 千円 千円

川越市上下水道局

－ － －
営 業 業 務 委 託

仙 波 浄 水 場

着 水 井 ・ 混 和 池 － －
修 繕 工 事

霞 ケ 関 第 二 浄 水 場

№ ４ 配 水 池 － －
修 繕 工 事

川越市上下水道事業

経 営 戦 略 策 定 － － － －
支 援 業 務 委 託

水道料金及び下水道

使 用 料 収 納 業 務 － － － － －
委 託 （ 単 価 契 約 ）

貯 蔵 品 管 理

－ － － － －
業 務 委 託

限度額に同じ

払 義 務 発 生 予 定 額

金　　額

前年度末までの支払

～ ～
平成２９年度

限　度　額

契約に基づき決定し
た契約期間中におけ
る委託業務の執行に
要する額

平成３５年度平成３０年度

期　　間

平成３１年度

期　　間 金　　額

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

千円

左　の　財　源　内　訳

千円

当 該 年 度 以 降 の 支

事　　　項

千円

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

平成３１年度平成３０年度

平成３１年度

限度額に同じ～
平成３１年度

契約に基づき決定し
た契約期間中におけ
る委託業務の執行に
要する額

平成３４年度

限度額に同じ～
平成３２年度

契約に基づき決定し
た契約期間中におけ
る委託業務の執行に
要する額

平成３５年度

平成３０年度 平成３１年度

水道事業会計
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（単位　円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

平成３１年度　川越市水道事業予定貸借対照表
（平成３２年　３月３１日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額 △713,397,221

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △33,654,337,595

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △5,854,730,183

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △58,854,199

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額 △35,048,143

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権
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ロ

イ

イ

ロ

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 △32,394,726

固 定 負 債 合 計

企 業 債

固 定 負 債

負 債 の 部

貯 蔵 品

資 産 合 計

水道事業会計
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イ

イ

ロ

△10,589,375,484

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

未 払 金

企 業 債 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

前 受 金

引 当 金 合 計
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イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

ロ

ハ

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金

水 道 施 設 加 入 金

そ の 他 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

当年度未処分利益
剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

減 債 積 立 金

水道事業会計
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注記
１ 重要な会計方針
（１） 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　　　　先入先出法による原価法

（２） 固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産

・ 減価償却方法 定額法
・ 主な耐用年数
建物　 ６年～５０年
構築物 １０年～６０年
機械及び装置 ８年～２０年
車両及び運搬具 ４年～５年
工具、器具及び備品 ２年～２０年

② 無形固定資産
・ 減価償却方法 定額法
・ 主な耐用年数
その他無形固定資産（自己利用のソフトウエア） ５年

（３） 引当金の計上方法
① 退職給付引当金

② 賞与引当金及び法定福利費引当金

③ 修繕引当金

④ 貸倒引当金

（４） 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連
重要な非資金取引

当年度、新たに計上した受贈により取得する資産の額は、６２，２６７，０００円である。

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年
度の負担に属する額(１２月から３月までの４か月分)を計上している。

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込み額を計上している。

　　従前の例により取り崩すため、平成２６年３月３１日において計上されている修繕引当金を引き続き計上している。
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３ リース契約により使用する固定資産
（１） リース取引の処理方法

  なお、所有権移転ファイナンス・リース取引により使用する固定資産はない。

（２） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年内 ５，４７８，６２４円
１年超 ７，７２１，０２８円

計 １３，１９９，６５２円

（３） オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料相当額
１年内 　　　２，７９６，７６８円
１年超                   １，１６５，３２０円

計 ３，９６２，０８８円

４ その他の注記
引当金の取崩し

（１） 退職給付引当金の取崩し
　平成３１年度において、退職手当支給のため、退職給付引当金５５，０１４，４５３円を取り崩す。

（２） 賞与引当金の取崩し
　平成３１年度において、期末手当及び勤勉手当支給のため、賞与引当金３９，７４７，０００円を取り崩す。

（３） 法定福利費引当金の取崩し
　平成３１年度において、法定福利費支出のため、法定福利費引当金７，４３６，９２４円を取り崩す。

（４） 修繕引当金の取崩し
　平成３１年度において、修繕費支出のため、修繕引当金２０，０００，０００円を取り崩す。

（５） 貸倒引当金の取崩し
　平成３１年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金３，０９７，９４８円を取り崩す。

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５条の規定を適用し、すべて通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理を行っている。
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(単位　円)

雑 収 益

平成３０年度　川越市水道事業予定損益計算書
（平成３０年　４月　１日から平成３１年　３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他の営業収益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 負 担 金
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変 動 額

その他未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債

取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過年度損益修正益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過年度損益修正損

そ の 他 特 別 損 失 △114,360,000

予 備 費

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

予 備 費

当 年 度 純 利 益
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（単位　円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ 電 話 加 入 権

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △33,977,143

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額 △58,542,199

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額 △5,491,893,183

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △32,271,745,595

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △687,073,221

構 築 物

土 地

建 物

平成３０年度　川越市水道事業予定貸借対照表
（平成３１年　３月３１日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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ロ

イ

イ

ロ

負 債 の 部

貯 蔵 品

資 産 合 計

企 業 債

固 定 負 債

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 △27,598,674

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金
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イ

イ

ロ

前 受 金

引 当 金 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

未 払 金

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

△10,186,491,484

引 当 金 合 計
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イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

ロ

ハ

建 設 改 良 積 立 金

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

当年度未処分利益
剰 余 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金

水 道 施 設 加 入 金

そ の 他 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

寄 附 金

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

剰 余 金

資 本 の 部
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注記
１ 重要な会計方針
（１） 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　　　　先入先出法による原価法

（２） 固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産

・ 減価償却方法 定額法
・ 主な耐用年数
建物　 ６年～５０年
構築物 １０年～６０年
機械及び装置 ８年～２０年
車両及び運搬具 ４年～５年
工具、器具及び備品 ２年～２０年

② 無形固定資産
・ 減価償却方法 定額法
・ 主な耐用年数
その他無形固定資産（自己利用のソフトウエア） ５年

（３） 引当金の計上方法
① 退職給付引当金

② 賞与引当金及び法定福利費引当金

③ 修繕引当金

④ 貸倒引当金

（４） 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連
重要な非資金取引

当年度、新たに計上した受贈により取得する資産の額は、６０，６５８，０００円である。

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、会計基準変更時の
差異（５４２，０４０，０００円）については、平成２６年度から職員の退職までの平均残余勤務年数内の一定の年数（５年）にわたり均等額を費用処
理している。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年
度の負担に属する額(１２月から３月までの４か月分)を計上している。

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込み額を計上している。

　　従前の例により取り崩すため、平成２６年３月３１日において計上されている修繕引当金を引き続き計上している。
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３ リース契約により使用する固定資産
（１） リース取引の処理方法

  なお、所有権移転ファイナンス・リース取引により使用する固定資産はない。

（２） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年内 ９，８６０，７６０円
１年超 １３，１９７，７６２円

計 ２３，０５８，５２２円

（３） オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料相当額
１年内 　　　２，７９６，７６８円
１年超                   ３，９６２，０８８円

計 　　　６，７５８，８５６円

４ その他の注記
引当金の取崩し

（１） 退職給付引当金の取崩し
　平成３０年度において、退職手当支給のため、退職給付引当金９０，２００，０５３円を取り崩す。

（２） 賞与引当金の取崩し
　平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当支給のため、賞与引当金３７，９９９，１２５円を取り崩す。

（３） 法定福利費引当金の取崩し
　平成３０年度において、法定福利費支出のため、法定福利費引当金５，６４５，８０７円を取り崩す。

（４） 修繕引当金の取崩し
　平成３０年度において、修繕費支出のため、修繕引当金２０，０００，０００円を取り崩す。

（５） 貸倒引当金の取崩し
　平成３０年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金３，６３２，９５１円を取り崩す。

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５条の規定を適用し、すべて通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理を行っている。
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（款）１水道事業収益 （項）１営業収益 （単位：千円）

１ 給水収益 水道料金 １水道料金

２ 受託工事収益 手数料 １設計審査手数料（新設・改造）

２工事完成検査手数料

３ その他の営業収益 他会計負担金 １消防施設維持管理費負担金

２公共下水道事業会計負担金

手数料 １諸証明手数料

水道利用加入金 １水道利用加入金

その他工事収益 １修繕工事収益

２切回し工事収益

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

説 明
区 分 金 額

（参考）

平　成　３　１　年　度　予　算　積　算　資　料　（　当　初　）

収　　益　　的　　収　　入
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（款）１水道事業収益 （項）２営業外収益 （単位：千円）

１ 受取利息及び配当金 預金利息 １預金利息

２ 他会計負担金 一般会計負担金 １児童手当負担金

３ 長期前受金戻入 △ 16,377 国庫補助金長期前受金戻入 １国庫補助金長期前受金戻入

県費補助金長期前受金戻入 １県費補助金長期前受金戻入

受贈財産評価額長期前受金 １受贈財産評価額長期前受金戻入

戻入

寄附金長期前受金戻入 １寄附金長期前受金戻入

工事負担金長期前受金戻入 １工事負担金長期前受金戻入

水道施設加入金長期前受金 １水道施設加入金長期前受金戻入

戻入

その他負担金長期前受金戻 １消火栓設置費負担金長期前受金戻入

入 ５児童手当負担金長期前受金戻入

４ 消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税還付 １消費税及び地方消費税還付金

還付金 金

５ 雑収益 △ 1,587 不用品売却収益 １不用品売却収益

賃貸料 ２行政財産使用料

３普通財産貸付料

４行政財産貸付料

その他雑収益 １給水工事関係雑収益

３賠償金

４線下補償料

５用地使用料

10竹野地区検針データ使用料

11水道技術管理者資格取得講習会受託収益

13還付不能金

15職員駐車場登録料

19その他雑収益

説 明
区 分 金 額

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節
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（款）１水道事業収益 （項）３特別利益 （単位：千円）

１ 過年度損益修正益 過年度損益修正益 １過年度損益修正益

説 明
区 分 金 額

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節
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（款）１水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

１ 原水及び浄水費 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○第三次浄水場整備事業
１ 管理職手当 20委託料
２ 扶養手当 23修繕費
３ 地域手当
４ 住居手当 ○浄水場運転事業
５ 通勤手当 14備消品費
７ 時間外勤務手当 15燃料費
８ 夜間勤務手当 18通信運搬費
９ 休日勤務手当 20委託料

管理職員特別勤務手当 21手数料
期末手当 23修繕費
勤勉手当 27動力費
児童手当 28薬品費

３ 賞与引当金繰入額 38受水費
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） 39保険料
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当）

６ 法定福利費 ○原水浄水施設維持事業
１ 市町村職員共済組合負担金 20委託料
２ 災害補償基金負担金 22賃借料

７ 法定福利費引当金繰入額 23修繕費
１ 法定福利費引当金繰入額

８ 旅費 ○原水浄水共通事務
２ 普通旅費 ８旅費
被服費 13被服費
１ 被服費 14備消品費
備消品費 15燃料費
１ 備品購入費 16光熱水費
２ 消耗品購入費 18通信運搬費

本 年 度 前 年 度 比 較

収　　益　　的　　支　　出

節 ・ 細 節
説 明

区 分 金 額
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（款）１水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

３ 図書購入費 20委託料
４ 工具等購入費 21手数料
５ 複写機使用料 23修繕費
燃料費 39保険料
１ 諸車燃料費 40負担金補助及び交付金
２ 機械用燃料費
光熱水費 ○職員給与費
２ ガス料金 １給料
３ 下水道使用料 ２手当等
通信運搬費 ３賞与引当金繰入額
１ 電話料 ６法定福利費
２ 特定通信回線使用料 ７法定福利費引当金繰入額
委託料
１ 業務委託料
２ 設計監理委託料
手数料
１ 手数料
賃借料
１ 用地借上料
修繕費
１ 建物修繕費
２ 構築物修繕費
３ 機械及び装置修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
５ 工具、器具及び備品修繕費
動力費
１ 動力費
薬品費
１ 薬品費
受水費

本 年 度 前 年 度 比 較 説 明
区 分 金 額

節 ・ 細 節
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（単位：千円）

１ 受水費
保険料
１ 自動車保険料
３ 施設保険料
負担金補助及び交付金
１ 負担金

２ 配水及び給水費 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○配水維持管理共通事務
１ 管理職手当 ８旅費
２ 扶養手当 13被服費
３ 地域手当 14備消品費
４ 住居手当 15燃料費
５ 通勤手当 16光熱水費
６ 特殊勤務手当 21手数料
７ 時間外勤務手当 22賃借料
８ 夜間勤務手当 23修繕費
９ 休日勤務手当 29材料費

管理職員特別勤務手当 39保険料
期末手当 40負担金補助及び交付金
勤勉手当
児童手当 ○配水維持管理事業

３ 賞与引当金繰入額 20委託料
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） 22賃借料
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当） 23修繕費

６ 法定福利費 30補償金
１ 市町村職員共済組合負担金 40負担金補助及び交付金
２ 災害補償基金負担金

７ 法定福利費引当金繰入額 ○納金検査事務
１ 法定福利費引当金繰入額 ８旅費

８ 旅費 13被服費
２ 普通旅費 14備消品費
被服費 15燃料費
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（款）１水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

１ 被服費 18通信運搬費
備消品費 23修繕費
１ 備品購入費 39保険料
２ 消耗品購入費
３ 図書購入費 ○量水器保守管理事業
４ 工具等購入費 18通信運搬費
燃料費 20委託料
１ 諸車燃料費 23修繕費
２ 機械用燃料費 29材料費
光熱水費 39保険料
１ 電気料金
通信運搬費 ○給水装置維持事業
１ 電話料 ８旅費
４ 後納郵便料等 13被服費
委託料 14備消品費
１ 業務委託料 15燃料費
手数料 18通信運搬費
１ 手数料 20委託料
賃借料 21手数料
１ 用地借上料 23修繕費
６ 工具、器具及び備品借上料 30補償金

その他借上料 39保険料
修繕費
２ 構築物修繕費 ○職員給与費
３ 機械及び装置修繕費 １給料
４ 車両及び運搬具修繕費 ２手当等
５ 工具、器具及び備品修繕費 ３賞与引当金繰入額
材料費 ６法定福利費
１ 材料費 ７法定福利費引当金繰入額
補償金

節 ・ 細 節
説 明

区 分 金 額
本 年 度 前 年 度 比 較
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（単位：千円）

１ 補償金
保険料
１ 自動車保険料
３ 施設保険料
負担金補助及び交付金
１ 負担金

３ 受託工事費 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○給水申請事務
２ 扶養手当 13被服費
３ 地域手当 14備消品費
４ 住居手当 15燃料費
５ 通勤手当 17印刷製本費
７ 時間外勤務手当 20委託料
８ 夜間勤務手当 22賃借料
９ 休日勤務手当 23修繕費

期末手当 39保険料
勤勉手当
児童手当 ○職員給与費

３ 賞与引当金繰入額 １給料
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） ２手当等
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当） ３賞与引当金繰入額

６ 法定福利費 ６法定福利費
１ 市町村職員共済組合負担金 ７法定福利費引当金繰入額
２ 災害補償基金負担金

７ 法定福利費引当金繰入額
１ 法定福利費引当金繰入額
被服費
１ 被服費
備消品費
２ 消耗品購入費
３ 図書購入費
燃料費
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（款）１水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

１ 諸車燃料費
印刷製本費
１ 印刷製本費
委託料
１ 業務委託料
賃借料
６ 工具、器具及び備品借上料
修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
保険料
１ 自動車保険料

４ 業務費 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○営業共通事務
２ 扶養手当 ８旅費
３ 地域手当 13被服費
４ 住居手当 14備消品費
５ 通勤手当 15燃料費
７ 時間外勤務手当 17印刷製本費
８ 夜間勤務手当 18通信運搬費
９ 休日勤務手当 20委託料

期末手当 21手数料
勤勉手当 23修繕費
児童手当 39保険料

３ 賞与引当金繰入額
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） ○職員給与費
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当） １給料

６ 法定福利費 ２手当等
１ 市町村職員共済組合負担金 ３賞与引当金繰入額
２ 災害補償基金負担金 ６法定福利費

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額
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（単位：千円）

７ 法定福利費引当金繰入額 ７法定福利費引当金繰入額
１ 法定福利費引当金繰入額

８ 旅費
２ 普通旅費
被服費
１ 被服費
備消品費
２ 消耗品購入費
３ 図書購入費
燃料費
１ 諸車燃料費
印刷製本費
１ 印刷製本費
通信運搬費
１ 電話料
３ 一般郵便料
委託料
１ 業務委託料
手数料
１ 手数料
修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
保険料
１ 自動車保険料

５ 総係費 １ 給料 事業別予算の内訳
１ 特別職給
２ 一般職給 ○営業共通事務

２ 手当等 42貸倒引当金繰入額
１ 管理職手当
２ 扶養手当 ○職員給与費
３ 地域手当 １給料
４ 住居手当 ２手当等
５ 通勤手当 ３賞与引当金繰入額
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（款）１水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

７ 時間外勤務手当 ６法定福利費
８ 夜間勤務手当 ７法定福利費引当金繰入額
９ 休日勤務手当 ９退職給付費

管理職員特別勤務手当
期末手当 ○臨時職員費用
勤勉手当 ４賃金
児童手当 ６法定福利費

３ 賞与引当金繰入額
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） ○職員福利厚生費
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当） ８旅費

４ 賃金 11研修費
１ 臨時職員賃金 14備消品費

５ 報酬 20委託料
２ 委員報酬 21手数料

６ 法定福利費 22賃借料
１ 市町村職員共済組合負担金 34厚生費
２ 災害補償基金負担金 39保険料
４ 再任用職員労働保険料
５ 再任用職員社会保険料 ○職員研修事務
６ 臨時職員労働保険料 ８旅費

７ 法定福利費引当金繰入額 11研修費
１ 法定福利費引当金繰入額 14備消品費

８ 旅費 21手数料
２ 普通旅費
４ 費用弁償 ○庁舎財産等管理事業

９ 退職給付費 14備消品費
退職給付引当金繰入額 16光熱水費

研修費 18通信運搬費
１ 職員研修費 20委託料
報償費 21手数料

節 ・ 細 節
説 明

区 分 金 額
本 年 度 前 年 度 比 較
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（単位：千円）

１ 報償金 22賃借料
２ 賞賜金 23修繕費
備消品費 39保険料
１ 備品購入費 45雑費
２ 消耗品購入費
３ 図書購入費 ○電算運用管理事業
燃料費 14備消品費
１ 諸車燃料費 20委託料
２ 機械用燃料費 22賃借料
３ 庁舎用燃料費 23修繕費
光熱水費 40負担金補助及び交付金
１ 電気料金
２ ガス料金 ○契約事務
３ 下水道使用料 17印刷製本費
印刷製本費 22賃借料
１ 印刷製本費 40負担金補助及び交付金
通信運搬費
１ 電話料 ○総務共通事務
２ 特定通信回線使用料 ５報酬
３ 一般郵便料 ８旅費
４ 後納郵便料等 12報償費
５ 電信費 14備消品費
広告料 15燃料費
１ 広告料 18通信運搬費
委託料 20委託料
１ 業務委託料 21手数料
３ 施設備品管理委託料 22賃借料
手数料 23修繕費
１ 手数料 30補償金
賃借料 31交際費
１ 用地借上料 37会費負担金
５ 車両及び運搬具借上料 39保険料
６ 工具、器具及び備品借上料 40負担金補助及び交付金
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（款）１水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

その他借上料
修繕費 ○財務共通事務
１ 建物修繕費 ８旅費
２ 構築物修繕費 14備消品費
４ 車両及び運搬具修繕費 17印刷製本費
５ 工具、器具及び備品修繕費 23修繕費
補償金
１ 補償金 ○広報・広聴事業
交際費 12報償費
１ 交際費 14備消品費
厚生費 17印刷製本費
１ 福利厚生費 18通信運搬費
２ 厚生事業補助金 19広告料
会費負担金 21手数料
１ 会費負担金 22賃借料
２ 諸会議参加費 37会費負担金
保険料
１ 自動車保険料 ○経理事務
２ 貨紙幣類運送保険料 17印刷製本費
３ 施設保険料 20委託料
４ 団体定期保険料 21手数料
６ 自転車保険料 22賃借料
負担金補助及び交付金 23修繕費
１ 負担金 39保険料
貸倒引当金繰入額 40負担金補助及び交付金
１ 貸倒引当金繰入額（水道料金）
雑費 ○計画共通事務
１ 自動車重量税 17印刷製本費
２ 放送受信料 20委託料

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額
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（単位：千円）

６ 減価償却費 有形固定資産減価償却費 事業別予算の内訳
１ 建物減価償却費
２ 構築物減価償却費 ○減価償却費
３ 機械及び装置減価償却費 46有形固定資産減価償却費
４ 車両及び運搬具減価償却費 47無形固定資産減価償却費
５ 工具、器具及び備品減価償却費
無形固定資産減価償却費

その他無形固定資産減価償却費
７ 資産減耗費 有形固定資産除却費 事業別予算の内訳

１ 建物除却費
２ 構築物除却費 ○配水管布設替事業
３ 機械及び装置除却費 48有形固定資産除却費
５ 工具、器具及び備品除却費

○資産減耗費
48有形固定資産除却費

８ その他営業費用 雑支出 事業別予算の内訳
その他雑支出

○その他営業費用
51雑支出

計
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（款）１水道事業費用 （項）２営業外費用 （単位：千円）

目

１ 支払利息及び企業債取 △18,433 企業債利息 事業別予算の内訳
扱諸費 ２ 第７次拡張事業債

３ 浄水場整備事業債 ○支払利息
４ 配水管更新事業債 52企業債利息

２ 雑支出 その他雑支出 事業別予算の内訳
その他雑支出

○雑支出
59その他雑支出

計 △38,692

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額
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（款）１水道事業費用 （項）３特別損失 （単位：千円）

目

１ 過年度損益修正損 過年度損益修正損 事業別予算の内訳
１ 過年度損益修正損

○過年度損益修正損
65過年度損益修正損

（款）１水道事業費用 （項）４予備費 （単位：千円）

目

１ 予備費 予備費 事業別予算の内訳
１ 予備費

○予備費
99予備費

計

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

計 △109,508

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額
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（款）１資本的収入 （項）１企業債 （単位：千円）

１ 企業債 企業債 ４配水管更新事業債

（款）１資本的収入 （項）２他会計負担金 （単位：千円）

１ 他会計負担金 他会計負担金 １消火栓設置費負担金

３児童手当負担金

（款）１資本的収入 （項）３工事負担金 （単位：千円）

１ 工事負担金 △ 224,111 工事負担金 １配水補助管布設工事負担金

２配水管移設工事負担金

３配水補助管承認工事負担金

５下水道人孔調整工事負担金

資　　本　　的　　収　　入

説 明
区 分 金 額

計 △ 224,111

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

説 明
区 分 金 額

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

説 明
区 分 金 額
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（款）１資本的収入 （項）４水道施設加入金 （単位：千円）

１ 水道施設加入金 水道施設加入金 １水道施設加入金

説 明
区 分 金 額

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節
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（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （単位：千円）

目

１ 第三次浄水場整備事業 委託料 事業別予算の内訳
費 １ 業務委託料

工事請負費 ○第三次浄水場整備事業
１ 工事請負費 20委託料

26工事請負費

２ 配水管布設費 △130,120 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○管網整備事業（布設）
２ 扶養手当 26工事請負費
３ 地域手当
４ 住居手当 ○配水補助管布設事業
５ 通勤手当 26工事請負費
７ 時間外勤務手当
８ 夜間勤務手当 ○配水管布設共通事務
９ 休日勤務手当 13被服費

期末手当 14備消品費
勤勉手当 15燃料費
児童手当 23修繕費

６ 法定福利費 39保険料
１ 市町村職員共済組合負担金
２ 災害補償基金負担金 ○職員給与費
被服費 １給料
１ 被服費 ２手当等
備消品費 ６法定福利費
２ 消耗品購入費
燃料費
１ 諸車燃料費
修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費

資　　本　　的　　支　　出

節 ・ 細 節
説 明

区 分 金 額
本 年 度 前 年 度 比 較
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（単位：千円）

工事請負費
１ 工事請負費
保険料
１ 自動車保険料

３ 配水管改良費 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○配水管更新事業
１ 管理職手当 20委託料
２ 扶養手当 26工事請負費
３ 地域手当 30補償金
４ 住居手当
５ 通勤手当 ○大字笠幡配水管改良事業
７ 時間外勤務手当 26工事請負費
８ 夜間勤務手当
９ 休日勤務手当 ○配水管布設替事業

管理職員特別勤務手当 20委託料
期末手当 26工事請負費
勤勉手当 30補償金
児童手当

６ 法定福利費 ○配水管改良共通事務
１ 市町村職員共済組合負担金 ８旅費
２ 災害補償基金負担金 13被服費

８ 旅費 14備消品費
２ 普通旅費 15燃料費
被服費 18通信運搬費
１ 被服費 20委託料
備消品費 22賃借料
１ 備品購入費 23修繕費
２ 消耗品購入費 29材料費
３ 図書購入費 39保険料
４ 工具等購入費 40負担金補助及び交付金
５ 複写機使用料
燃料費 ○職員給与費

水道事業会計
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（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （単位：千円）

目

１ 諸車燃料費 １給料
通信運搬費 ２手当等
１ 電話料 ６法定福利費
委託料
１ 業務委託料
２ 設計監理委託料
賃借料
６ 工具、器具及び備品借上料
修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
５ 工具、器具及び備品修繕費
工事請負費
１ 工事請負費
材料費
１ 材料費
補償金
１ 補償金
保険料
１ 自動車保険料
負担金補助及び交付金
１ 負担金

４ 新営改築費 委託料 事業別予算の内訳
１ 業務委託料
２ 設計監理委託料 ○原水浄水施設改良事業
工事請負費 20委託料
１ 工事請負費 26工事請負費

○量水器保守管理事業
20委託料
26工事請負費

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額
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（単位：千円）

５ 量水器費 量水器費 事業別予算の内訳
１ 量水器費

○量水器設置事業
71量水器費

○量水器保守管理事業
71量水器費

６ 固定資産購入費 委託料 事業別予算の内訳
１ 業務委託料
有形固定資産購入費 ○浄水場運転事業
５ 車両及び運搬具購入費 72有形固定資産購入費
６ 工具、器具及び備品購入費

○原水浄水共通事務
72有形固定資産購入費

○配水維持管理共通事務
72有形固定資産購入費

○給水申請事務
72有形固定資産購入費

○庁舎財産等管理事業
72有形固定資産購入費

○契約事務
20委託料

○経理事務
20委託料

計

水道事業会計
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（款）１資本的支出 （項）２企業債償還金 （単位：千円）

目

１ 企業債償還金 企業債償還金 事業別予算の内訳
２ 第７次拡張事業債
３ 浄水場整備事業債 ○企業債償還金
４ 配水管更新事業 81企業債償還金

（款）１資本的支出 （項）３予備費 （単位：千円）

目

１ 予備費 予備費 事業別予算の内訳
１ 予備費

○予備費
99予備費

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

計

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

計

公 共 下 水 道 事 業 会 計
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予    定    額 備        考

千円

１ 下 水 道 事 業 収 益

１ 営 業 収 益

１ 下 水 道 使 用 料

２ 雨 水 処 理 負 担 金

３ そ の 他 の 営 業 収 益

２ 営 業 外 収 益

１ 受取利息及び配当金

２ 国 庫 補 助 金

３ 他 会 計 負 担 金

４ 他 会 計 補 助 金

５ 長 期 前 受 金 戻 入

６ 雑 収 益

３ 特 別 利 益

１ 過 年 度 損 益 修 正 益

平成３１年度　川越市公共下水道事業会計予算実施計画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

収             入

款 項 目

公共下水道事業会計
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予    定    額 備        考

千円

１ 下 水 道 事 業 費 用

１ 営 業 費 用

１ 管 渠 費

２ ポ ン プ 場 費

３ 普 及 促 進 費

４ 水 質 規 制 費

５ 総 係 費

６
流域下水道管理運営費
負 担 金

７ 減 価 償 却 費

８ 資 産 減 耗 費

９ そ の 他 営 業 費 用

２ 営 業 外 費 用

１
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

２ 排 水 対 策 費

３ 雨 水 対 策 費

４ 区 域 外 設 置 負 担 金

５ 消費税及び地方消費税

６ 雑 支 出

３ 特 別 損 失

１ 過 年 度 損 益 修 正 損

４ 予 備 費

１ 予 備 費

支              出

款 項 目
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予    定    額 備        考

千円

１ 資 本 的 収 入

１ 企 業 債

１ 企 業 債

２ 国 庫 補 助 金

１ 国 庫 補 助 金

３ 工 事 負 担 金

１ 工 事 負 担 金

４ 受 益 者 負 担 金

１ 受 益 者 負 担 金

５ 分 担 金

１ 分 担 金

６ 他 会 計 負 担 金

１ 他 会 計 負 担 金

７ 他 会 計 補 助 金

１ 他 会 計 補 助 金

資  本  的  収  入  及  び  支  出

収             入

款 項 目

公共下水道事業会計
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予    定    額 備        考

千円

１ 資 本 的 支 出

１ 建 設 改 良 費

１ 公共下水道施設拡張費

２ 公共下水道施設改良費

３ 流 域 下 水 道 費

４ 固 定 資 産 購 入 費

２ 企 業 債 償 還 金

１ 企 業 債 償 還 金

３ 予 備 費

１ 予 備 費

 支              出

款 項 目
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（単位　円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却損

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

平成３１年度　川越市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年　４月　１日から平成３２年　３月３１日まで）

△ 20,543,688

△ 855,352,000

△ 210,000

△ 217,590,582

△ 1,431,000

△ 327,804,000

公共下水道事業会計
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２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

工事負担金の受入による収入

受益者負担金の受入による収入

分担金の受入による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

△ 1,390,117,312

△ 196,795,000

△ 1,298,565,312

△ 1,190,222,000

△ 2,996,000

△ 250,815,033

△ 676,818,000
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１　総　　括

特別職 一 般 職 報　　　　酬 給　　　　料 手　　　　当　 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） 　　　（千円） （千円）

△ 2

△ 2

給 与 費 明 細 書

区　  　　    　分

職員数 給　  　　　　　　与　  　　　　　　　費
法定福利費

備　　考

本年度

損益勘定支弁職員

合  　　　計

資本勘定支弁職員

前年度

損益勘定支弁職員

合　　　　　計

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

比 較

損益勘定支弁職員 △ 1,849 △ 3,583 △ 5,432 △ 5,197

資本勘定支弁職員 △ 10,710 △ 5,484 △ 16,194 △ 3,067 △ 19,261

△ 2,832 △ 24,458△ 9,067 △ 21,626

(　  ）内は、再任用短時間勤務職員(外書き）

合　　　　　計 △ 12,559

公共下水道事業会計
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管 理 職 手 当 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 時 間 外 勤 務

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 　　　　　（千円） 手　当　  （千円）

夜 間 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 管 理 職 員 特 別 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当

　　　　　　（千円） 　　　　　　(千円） 勤務手当   (千円) （千円） 　（千円） （千円）

手 当 の

内 訳

前 年 度

区 分

本 年 度

比 較

比 較 △ 3,273 △ 4,272△ 1,034

△ 107△ 956 △ 708

前 年 度

区 分

本 年 度
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２　給料及び手当の増減額の明細

地 域 手 当
時間外勤務手当
期 末 手 当
勤 勉 手 当

手 当

△ 10,475その他の増減分

制度改正に伴う
増 減 分

△ 9,067

　　　給与改定による
　　　（給与改定実施時期　平成30年4月1日及び平成31年4月1日）

　給与改定実施時期　　平成30年4月1日
給与改定に伴う
増 減 分

△ 16,667

昇 給 に 伴 う
増 加 分

区 分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説　　　　　明　(　千　円　） 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

△ 12,559給 料

その他の増減分

公共下水道事業会計
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３　給料及び手当の状況

(１）　職員１人当たり給与

企 業 職 一 ） 企 業 職 二 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

(２）　初　任　給

(円） (円）

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職 一 般 会 計 ）

平 成 年 月 １ 日 現 在

区                              分

平 成 年 １ 月 １ 日 現 在

区 分 企 業 職 一 ）
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　(３）　　級別職員数

級 級

級 級

級 級

級 級

級 計

平 成 年 １ 月 １ 日 現 在 級

級

級

級

級

計

級 級

級 級

級 級

級 計

平 成 年 １ 月 １ 日 現 在 級

級

級

級

級

計

　　（級別の標準的な職務内容）　　　平成３1年１月１日現在

区 分 級 級 級 級 級 級

企 業 職 二 ） 総括補助作業員 総括補助作業員 工 務 員 等

主 査 等 主 任 等
主 事 主 事 補

技 師 技 師 補

(　　）内は、再任用短時間勤務職員(外書き）

級 級 級

企 業 職 一 ） 局 長 等 副 局 長 等 課 長 等 副 課 長 等 副 主 幹 等

区 分
企 業 職 一 ） 企 業 職 二 ）

職　　員　　数　　（人） 構 成 比 （%) 職　　員　　数　　（人） 構 成 比 （%)

公共下水道事業会計
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(４）　昇給

合 計 企 業 職 一 ） 企 業 職 二 ）

職            員          数     （A）　　　　　  　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数     （B）　　　　　  　（人）

2号給　（人）

4号給　（人）

号給　（人）

号給　（人）

比　　　　　　　　率　　   　　（B)/(A)　　　　　 （％）

職            員          数     （A）　　　　　  　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数     （B）　　　　　  　（人）

2号給　（人）

4号給　（人）

号給　（人）

号給　（人）

比　　　　　　　　率　　   　　（B)/(A)　　　　　 （％）

(５）　特殊勤務手当

企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

（ 平 成 年 月 日 現 在 ）

区　　　　　　　　　　　　　　分

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

平 均 支 給 月 額 円 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　下水管路維持作業手当等

区　　　　　　　　　　　　　　　分

本年度
号  給　数　別　内　訳

前年度
号  給　数　別　内　訳

424



(６）　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計
６月　（月分） １２月　（月分） （月分）

(７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

一般会計の制度
（支給率等）

(８）　その他の手当

通 勤 手 当 〃

地 域 手 当 〃

住 居 手 当 〃

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　じ

　定年前早期退職
　特例措置（2％～
　20％加算）

　定年前早期退職
　特例措置（2％～
　20％加算）

支 給 率 等

一 般 会 計 の 制 度 有

（　　　) 内は、再任用職員

区 分 備 考

本 年 度 有

前 年 度 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 ・ 職 務 の

備 考
級 等 に よ る 加 算 措 置

公共下水道事業会計
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継 続 費 に 関 す る 調 書 

 

款 項

事

業

名

全 体 計 画
前前年度

末までの

支払義務

発 生 額

前 年 度 末

までの支払

義 務 発 生

（見込）額

当該年度

支払義務

発 生

予 定 額

当該年度末

までの支払

義 務 発 生

予 定 額

翌年度以

降の支払

義務発生

予 定 額

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

年度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳

国 庫

補助金
企 業 債

他会計

負担金

損益勘定

留保資金

そ の 他

１

資

本

的

支

出

１

建

設

改

良

費

岸

町

一

丁

目

下

水

道

管

路

施

設

更

生

事

業

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

－ － － － － －

－ － － － － － －

計 － － － － －
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継 続 費 に 関 す る 調 書 

 

款 項

事

業

名

全 体 計 画
前前年度

末までの

支払義務

発 生 額

前 年 度 末

までの支払

義 務 発 生

（見込）額

当該年度

支払義務

発 生

予 定 額

当該年度末

までの支払

義 務 発 生

予 定 額

翌年度以

降の支払

義務発生

予 定 額

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

年度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳

国 庫

補助金
企 業 債

他会計

負担金

損益勘定

留保資金

そ の 他

１

資

本

的

支

出

１

建

設

改

良

費

岸

町

一

丁

目

下

水

道

管

路

施

設

更

生

事

業

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

－ － － － － －

－ － － － － － －

計 － － － － －

川越市水洗便所改造 回収されない元本

資金融資あつせん条 及 び 納 付 す べ き － － － －

例 に よ る 損 失 補 償 利 子 の 合 計 額

下 水 道 工 事 に 伴 う

舗 装 復 旧 工 事 － － －

（大字伊佐沼地内 ）

新河岸第９処理分区

汚 水 枝 線 － － －

築 造 工 事 （ そ の １ ）

中 島 雨 水 ポ ン プ 場

寺 尾 調 節 池 － － －

バ イ パ ス 工 事

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当 該 年 度 以 降 の 支

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額
左　の　財　源　内　訳

払 義 務 発 生 予 定 額

期　　間 金　　額

千円 千円 千円 千円千円

平成３１年度

国庫補助金 そ　の　他

－

企　業　債期　　間 金　　額

千円

以　　　　降

限度額に同じ

－ 平成３１年度

平成３１年度－

－ 平成３２年度

公共下水道事業会計

427



（単位　円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

平成３１年度　川越市公共下水道事業予定貸借対照表
（平成３２年　３月３１日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額 △124,837,900

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △35,559,463,807

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △2,308,452,736

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △70,729,826

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額 △10,951,844

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権
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イ

イ

ロ

イ

ロ

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

未 収 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 △19,427,149

そ の 他 流 動 資 産

現 金 預 金

資 産 合 計

負 債 の 部

流 動 資 産 合 計

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

公共下水道事業会計
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イ

ロ

イ

ロ

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △13,064,511,191

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債
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ロ

ハ

ニ

イ

ロ

ハ

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 負 担 金

そ の 他 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

公共下水道事業会計

431



注記
１ 重要な会計方針
（１） 固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産

・ 減価償却方法 定額法
・ 主な耐用年数
建物　 １０年～５０年
構築物 １５年～５０年
機械及び装置 ６年～３０年
車両及び運搬具 ４年～７年
工具、器具及び備品 ２年～１５年

② 無形固定資産
・ 減価償却方法 定額法
・ 主な耐用年数
施設利用権 ５０年

（２） 引当金の計上方法
① 退職給付引当金

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。
② 賞与引当金及び法定福利費引当金

③ 修繕引当金
　　従前の例により取り崩すため、平成２６年３月３１日において計上されている修繕引当金を引き続き計上している。

④ 貸倒引当金

（３） 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連
重要な非資金取引

当年度、新たに計上した受贈により取得する資産の額は、２８８，１９０，０００円である。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年
度の負担に属する額(１２月から３月までの４か月分)を計上している。

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込み額を計上している。
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３ 貸借対照表等に関する注記
企業債の償還に係る他会計の負担

４ リース契約により使用する固定資産
（１） リース取引の処理方法

  なお、所有権移転ファイナンス・リース取引により使用する固定資産はない。

（２） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年内 ６２５，６８０円
１年超 ２，２４２，０２０円

計 ２，８６７，７００円

５ その他の注記
引当金の取崩し

（１） 退職給付引当金の取崩し
　平成３１年度において、退職手当支給のため、退職給付引当金１８，８８０，０３３円を取り崩す。

（２） 賞与引当金の取崩し
　平成３１年度において、期末手当及び勤勉手当支給のため、賞与引当金３７，３９２，０００円を取り崩す。

（３） 法定福利費引当金の取崩し
　平成３１年度において、法定福利費支出のため、法定福利費引当金７，１６６，４７２円を取り崩す。

（４） 修繕引当金の取崩し
　平成３１年度において、修繕費支出のため、修繕引当金２０，０００，０００円を取り崩す。

（５） 貸倒引当金の取崩し
　平成３１年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金２，５３７，４１８円を取り崩す。

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５条の規定を適用し、すべて通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理を行っている。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込
まれる額は１１，２８６，７９１，０２７円である。

公共下水道事業会計
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(単位　円)

平成３０年度　川越市公共下水道事業予定損益計算書
（平成３０年　４月　１日から平成３１年　３月３１日まで）

営 業 収 益

その他の営業収益

営 業 費 用

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

普 及 促 進 費

水 質 規 制 費

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

費 負 担 金

減 価 償 却 費

総 係 費

流域下水道管理運営

営 業 損 失

営 業 外 収 益

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

受取利息及び配当金

国 庫 補 助 金
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他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 負 担 金

支払利息及び企業債

取 扱 諸 費

雑 収 益

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 利 益

排 水 対 策 費

雨 水 対 策 費

△48,188,000

特 別 損 失

特 別 利 益

過年度損益修正益

そ の 他 特 別 利 益

過年度損益修正損

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

予 備 費

予 備 費

そ の 他 特 別 損 失

公共下水道事業会計
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（単位　円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額 △10,433,844

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △69,849,826

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △2,115,862,736

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △33,255,671,807

減 価 償 却 累 計 額 △115,765,900

平成３０年度　川越市公共下水道事業予定貸借対照表
（平成３１年　３月３１日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物
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イ

イ

ロ

イ

ロ 修 繕 引 当 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

資 産 合 計

負 債 の 部

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 △17,034,567

そ の 他 流 動 資 産

現 金 預 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

未 収 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資

無 形 固 定 資 産 合 計

公共下水道事業会計
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ロ

イ

ロ

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額 △12,209,159,191

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計

未 払 金

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金 合 計

そ の 他 の 企 業 債
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ロ

ハ

ニ

イ

ロ

ハ

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

減 債 積 立 金

そ の 他 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 負 担 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

資 本 金

剰 余 金

資 本 の 部

公共下水道事業会計
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注記
１　重要な会計方針
（１） 固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産

・ 減価償却方法 定額法
・ 主な耐用年数
建物　 １０年～５０年
構築物 １５年～５０年
機械及び装置 ６年～３０年
車両及び運搬具 ４年～７年
工具、器具及び備品 ２年～１５年

② 無形固定資産
・ 減価償却方法 定額法
・ 主な耐用年数
施設利用権 ５０年

（２） 引当金の計上方法
① 退職給付引当金

② 賞与引当金及び法定福利費引当金

③ 修繕引当金
　　従前の例により取り崩すため、平成２６年３月３１日において計上されている修繕引当金を引き続き計上している。

④ 貸倒引当金

（３） 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連
重要な非資金取引

当年度、新たに計上した受贈により取得する資産の額は、２２７，６３１，９４０円である。

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年
度の負担に属する額(１２月から３月までの４か月分)を計上している。

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込み額を計上している。
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３ 貸借対照表等に関する注記
企業債の償還に係る他会計の負担

４ リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

  なお、所有権移転ファイナンス・リース取引により使用する固定資産はない。

５ その他の注記
引当金の取崩し

（１) 退職給付引当金の取崩し
　平成３０年度において、退職手当支給のため、退職給付引当金１６，６３０，６３３円を取り崩す。

（２） 賞与引当金の取崩し
　平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当支給のため、賞与引当金３３，８０６，２９９円を取り崩す。

（３） 法定福利費引当金の取崩し
　平成３０年度において、法定福利費支出のため、法定福利費引当金４，９７５，６７５円を取り崩す。

（４） 修繕引当金の取崩し
　平成３０年度において、修繕費支出のため、修繕引当金２０，０００，０００円を取り崩す。

（５） 貸倒引当金の取崩し
　平成３０年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金３，４３１，２３７円を取り崩す。

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５条の規定を適用し、すべて通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理を行っている。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込
まれる額は１１，９８０，６５４，７６０円である。

公共下水道事業会計
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（款）１下水道事業収益 （項）１営業収益 （単位：千円）

１ 下水道使用料 △ 4,096 下水道使用料 １下水道使用料

２ 雨水処理負担金 雨水処理負担金 １雨水処理負担金

３ その他の営業収益 手数料 １排水設備等計画確認手数料

他会計負担金 ２水道事業会計負担金

説 明目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

（参考）

平　成　３　１　年　度　予　算　積　算　資　料　（　当　初　）

収　　益　　的　　収　　入

区 分 金 額

計
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（款）１下水道事業収益 （項）２営業外収益 （単位：千円）

１ 受取利息及び配当金 預金利息 １預金利息

２ 国庫補助金 △ 28,500 国庫補助金 １国庫補助金

３ 他会計負担金 △ 23,237 一般会計負担金 １水質規制費負担金

２水洗便所改造命令等事務費負担金

３不明水の処理に要する経費負担金

４臨時財政特例債支払利息負担金

５流域下水道建設費負担金

７分流式下水道等に要する経費負担金

８高度処理に要する経費負担金

92児童手当負担金

４ 他会計補助金 一般会計補助金 １一般会計補助金

５ 長期前受金戻入 国庫補助金長期前受金戻入 １国庫補助金長期前受金戻入

県費補助金長期前受金戻入 １県費補助金長期前受金戻入

受贈財産評価額長期前受金 １受贈財産評価額長期前受金戻入

戻入

工事負担金長期前受金戻入 １工事負担金長期前受金戻入

受益者負担金長期前受金戻 １受益者負担金長期前受金戻入

入

分担金長期前受金戻入 １分担金長期前受金戻入

その他負担金長期前受金戻 １児童手当長期前受金戻入

入 ２その他負担金長期前受金戻入

その他補助金長期前受金戻 11その他補助金長期前受金戻入

入

６ 雑収益 手数料 １排水設備等計画確認手数料

２排水設備工事責任技術者新規登録

３排水設備工事責任技術者継続登録

４指定下水道工事店新規指定手数料

賃貸料 １下水道占用料

２行政財産使用料

４行政財産貸付料

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

説 明
区 分 金 額
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（款）１下水道事業収益 （項）２営業外収益 （単位：千円）

延滞金 １受益者負担金延滞金

２下水道使用料延滞金

その他雑収益 ５還付不能金

19その他雑収益

（款）１下水道事業収益 （項）３特別利益 （単位：千円）

１ 過年度損益修正益 過年度損益修正益 １過年度損益修正益

説 明
区 分 金 額

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

説 明
区 分 金 額
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（款）１下水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

１ 管渠費 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○汚水管渠維持事業
１ 管理職手当 20委託料
２ 扶養手当 23修繕費
３ 地域手当 29材料費
４ 住居手当
５ 通勤手当 ○雨水管渠維持事業等
６ 特殊勤務手当 20委託料
７ 時間外勤務手当 22賃借料
８ 夜間勤務手当 23修繕費
９ 休日勤務手当 29材料費

期末手当
勤勉手当 ○管渠維持管理共通事務
児童手当 ８旅費

３ 賞与引当金繰入額 13被服費
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） 14備消品費
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当） 15燃料費

６ 法定福利費 16光熱水費
１ 市町村職員共済組合負担金 18通信運搬費
２ 災害補償基金負担金 20委託料

７ 法定福利費引当金繰入額 21手数料
１ 法定福利費引当金繰入額 22賃借料

８ 旅費 23修繕費
２ 普通旅費 37会費負担金
被服費 39保険料
１ 被服費 40負担金補助及び交付金
備消品費
１ 備品購入費 ○職員給与費
２ 消耗品購入費 １給料

区 分 金 額

収　　益　　的　　支　　出

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
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（款）１下水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

３ 図書購入費 ２手当等
燃料費 ３賞与引当金繰入額
１ 諸車燃料費 ６法定福利費
２ 機械用燃料費 ７法定福利費引当金繰入額
光熱水費
１ 電気料金
４ 水道料金
通信運搬費
１ 電話料
委託料
１ 業務委託料
手数料
１ 手数料
賃借料
１ 用地借上料
４ 機械及び装置借上料
修繕費
２ 構築物修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
５ 工具、器具及び備品修繕費
材料費
１ 材料費
会費負担金
１ 会費負担金
保険料
１ 自動車保険料
３ 施設保険料
負担金補助及び交付金
１ 負担金

２ ポンプ場費 △48,126 １ 給料 事業別予算の内訳

節 ・ 細 節
説 明

区 分 金 額
本 年 度 前 年 度 比 較
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（単位：千円）

２ 一般職給
２ 手当等 ○汚水ポンプ場維持事業

１ 管理職手当 15燃料費
２ 扶養手当 16光熱水費
３ 地域手当 20委託料
４ 住居手当 23修繕費
５ 通勤手当 27動力費
６ 特殊勤務手当
７ 時間外勤務手当 ○雨水ポンプ場維持事業
８ 夜間勤務手当 15燃料費
９ 休日勤務手当 16光熱水費

管理職員特別勤務手当 20委託料
期末手当 23修繕費
勤勉手当 27動力費
児童手当 40負担金補助及び交付金

３ 賞与引当金繰入額
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） ○ポンプ場維持管理共通事務
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当） ８旅費

６ 法定福利費 13被服費
１ 市町村職員共済組合負担金 14備消品費
２ 災害補償基金負担金 15燃料費

７ 法定福利費引当金繰入額 18通信運搬費
１ 法定福利費引当金繰入額 20委託料

８ 旅費 21手数料
２ 普通旅費 22賃借料
被服費 23修繕費
１ 被服費 39保険料
備消品費 40負担金補助及び交付金
２ 消耗品購入費
３ 図書購入費 ○職員給与費
燃料費 １給料
１ 諸車燃料費 ２手当等
２ 機械用燃料費 ３賞与引当金繰入額
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（款）１下水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

光熱水費 ６法定福利費
４ 水道料金 ７法定福利費引当金繰入額
通信運搬費
１ 電話料
委託料
１ 業務委託料
３ 施設備品管理委託料
手数料
１ 手数料
賃借料
１ 用地借上料

その他借上料
修繕費
３ 機械及び装置修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
５ 工具、器具及び備品修繕費
動力費
１ 動力費
保険料
１ 自動車保険料
３ 施設保険料
負担金補助及び交付金
１ 負担金

３ 普及促進費 △6,523 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○水洗化普及事務
２ 扶養手当 ８旅費
３ 地域手当 13被服費
４ 住居手当 14備消品費
５ 通勤手当 15燃料費

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額
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（単位：千円）

７ 時間外勤務手当 17印刷製本費
８ 夜間勤務手当 18通信運搬費
９ 休日勤務手当 20委託料

期末手当 22賃借料
勤勉手当 23修繕費

３ 賞与引当金繰入額 39保険料
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） 40負担金補助及び交付金
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当）

６ 法定福利費 ○職員給与費
１ 市町村職員共済組合負担金 １給料
２ 災害補償基金負担金 ２手当等

７ 法定福利費引当金繰入額 ３賞与引当金繰入額
１ 法定福利費引当金繰入額 ６法定福利費

８ 旅費 ７法定福利費引当金繰入額
２ 普通旅費
被服費
１ 被服費
備消品費
２ 消耗品購入費
３ 図書購入費
燃料費
１ 諸車燃料費
印刷製本費
１ 印刷製本費
通信運搬費
１ 電話料
４ 後納郵便料等
委託料
１ 業務委託料
賃借料
４ 機械及び装置借上料
修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
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（款）１下水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

保険料
１ 自動車保険料
負担金補助及び交付金
２ 補助金

４ 水質規制費 △3,587 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○水質規制事業
２ 扶養手当 ８旅費
３ 地域手当 13被服費
４ 住居手当 14備消品費
５ 通勤手当 15燃料費
６ 特殊勤務手当 18通信運搬費
７ 時間外勤務手当 20委託料
８ 夜間勤務手当 21手数料
９ 休日勤務手当 23修繕費

期末手当 39保険料
勤勉手当
児童手当 ○職員給与費

３ 賞与引当金繰入額 １給料
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） ２手当等
２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当） ３賞与引当金繰入額

６ 法定福利費 ６法定福利費
１ 市町村職員共済組合負担金 ７法定福利費引当金繰入額
２ 災害補償基金負担金

７ 法定福利費引当金繰入額
１ 法定福利費引当金繰入額

８ 旅費
２ 普通旅費
被服費
１ 被服費

節 ・ 細 節
説 明

区 分 金 額
本 年 度 前 年 度 比 較
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（単位：千円）

備消品費
２ 消耗品購入費
燃料費
１ 諸車燃料費
通信運搬費
１ 電話料
３ 一般郵便料
委託料
１ 業務委託料
手数料
１ 手数料
修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
５ 工具、器具及び備品修繕費
保険料
１ 自動車保険料

５ 総係費 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○公共下水道整備事務
１ 管理職手当 42貸倒引当金繰入額
２ 扶養手当
３ 地域手当 ○管理棟維持事業
４ 住居手当 14備消品費
５ 通勤手当 15燃料費
７ 時間外勤務手当 16光熱水費
８ 夜間勤務手当 18通信運搬費
９ 休日勤務手当 20委託料

管理職員特別勤務手当 22賃借料
期末手当 23修繕費
勤勉手当 39保険料
児童手当 45雑費

３ 賞与引当金繰入額
１ 賞与引当金繰入額（期末手当） ○営業共通事務
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（款）１下水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

２ 賞与引当金繰入額（勤勉手当） 40負担金補助及び交付金
４ 賃金 41還付加算金

１ 臨時職員賃金 42貸倒引当金繰入額
６ 法定福利費

１ 市町村職員共済組合負担金 ○職員給与費
２ 災害補償基金負担金 １給料
４ 再任用職員労働保険料 ２手当等
６ 臨時職員労働保険料 ３賞与引当金繰入額

７ 法定福利費引当金繰入額 ６法定福利費
１ 法定福利費引当金繰入額 ７法定福利費引当金繰入額

８ 旅費 ９退職給付費
２ 普通旅費 40負担金補助及び交付金

９ 退職給付費
退職給付引当金繰入額 ○臨時職員費用

研修費 ４賃金
１ 職員研修費 ６法定福利費
報償費
１ 報償金 ○職員福利厚生費
２ 賞賜金 20委託料
備消品費 21手数料
１ 備品購入費 34厚生費
２ 消耗品購入費 39保険料
３ 図書購入費 40負担金補助及び交付金
燃料費
１ 諸車燃料費 ○職員研修事務
２ 機械用燃料費 ８旅費
光熱水費 11研修費
１ 電気料金 14備消品費
２ ガス料金 21手数料
４ 水道料金

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

452



（単位：千円）

印刷製本費 ○庁舎財産等管理事業
１ 印刷製本費 16光熱水費
通信運搬費 40負担金補助及び交付金
１ 電話料 45雑費
２ 特定通信回線使用料
３ 一般郵便料 ○電算運用管理事業
広告料 40負担金補助及び交付金
１ 広告料
委託料 ○契約事務
１ 業務委託料 40負担金補助及び交付金
３ 施設備品管理委託料
手数料 ○総務共通事務
１ 手数料 ８旅費
賃借料 12報償費
４ 機械及び装置借上料 14備消品費
修繕費 18通信運搬費
２ 構築物修繕費 20委託料
３ 機械及び装置修繕費 21手数料
４ 車両及び運搬具修繕費 30補償金
補償金 31交際費
１ 補償金 37会費負担金
交際費 40負担金補助及び交付金
１ 交際費
厚生費 ○財務共通事務
１ 福利厚生費 ８旅費
２ 厚生事業補助金 14備消品費
会費負担金 15燃料費
１ 会費負担金 23修繕費
保険料 39保険料
１ 自動車保険料 40負担金補助及び交付金
３ 施設保険料
４ 団体定期保険料 ○広報広聴事務
負担金補助及び交付金 12報償費
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（款）１下水道事業費用 （項）１営業費用 （単位：千円）

目

１ 負担金 14備消品費
還付加算金 17印刷製本費
１ 還付加算金 19広告料
貸倒引当金繰入額 21手数料
２ 貸倒引当金繰入額（下水道使用 40負担金補助及び交付金

料）
３ 貸倒引当金繰入額（受益者負担 ○経理事務

金） 17印刷製本費
雑費 23修繕費
１ 自動車重量税 40負担金補助及び交付金
２ 放送受信料

○計画共通事務
17印刷製本費
20委託料
40負担金補助及び交付金

６ 流域下水道管理運営費 負担金補助及び交付金 事業別予算の内訳
負担金 １ 負担金

○流域下水道維持管理負担金
40負担金補助及び交付金

○雨水幹線維持管理負担金
40負担金補助及び交付金

７ 減価償却費 △4,541 有形固定資産減価償却費 事業別予算の内訳
１ 建物減価償却費
２ 構築物減価償却費 ○減価償却費
３ 機械及び装置減価償却費 46有形固定資産減価償却費
４ 車両及び運搬具減価償却費 47無形固定資産減価償却費
５ 工具、器具及び備品減価償却費

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額
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（単位：千円）

無形固定資産減価償却費
１ 施設利用権減価償却費

８ 資産減耗費 △37,093 有形固定資産除却費 事業別予算の内訳
１ 建物除却費
２ 構築物除却費 ○汚水管渠維持事業
３ 機械及び装置除却費 48有形固定資産除却費
５ 工具、器具及び備品除却費

○水洗化普及事務
48有形固定資産除却費

○公共下水道整備事務
48有形固定資産除却費

○管渠維持管理共通事務
48有形固定資産除却費

○資産減耗費
48有形固定資産除却費

９ その他営業費用 雑支出 事業別予算の内訳
その他雑支出

○その他営業費用
51雑支出

計
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（款）１下水道事業費用 （項）２営業外費用 （単位：千円）

目

１ 支払利息及び企業債取 △33,148 企業債利息 事業別予算の内訳
扱諸費 第７次下水道事業債

第８次下水道事業債 ○企業債利息
公共下水道事業債 52企業債利息
流域下水道事業債
災害復旧事業債 ○一時借入金利息

一時借入金利息 53一時借入金利息
１ 一時借入金利息

２ 排水対策費 △6,032 修繕費 事業別予算の内訳
２ 構築物修繕費
材料費 ○排水対策事業
１ 材料費 23修繕費

29材料費

３ 雨水対策費 負担金補助及び交付金 事業別予算の内訳
２ 補助金

○雨水対策施設設置補助事業
40負担金補助及び交付金

４ 区域外設置負担金 負担金補助及び交付金 事業別予算の内訳
１ 負担金

○区域外設置負担事業
40負担金補助及び交付金

５ 消費税及び地方消費税 △50,785 消費税及び地方消費税 事業別予算の内訳
１ 消費税及び地方消費税

○消費税及び地方消費税
56消費税及び地方消費税

６ 雑支出 その他雑支出 事業別予算の内訳

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額
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（単位：千円）

その他雑支出
○雑支出
59その他雑支出

（款）１下水道事業費用 （項）３特別損失 （単位：千円）

目

１ 過年度損益修正損 △37,555 過年度損益修正損 事業別予算の内訳
１ 過年度損益修正損

○過年度損益修正損
65過年度損益修正損

（款）１下水道事業費用 （項）４予備費 （単位：千円）

目

１ 予備費 予備費 事業別予算の内訳
１ 予備費

○予備費
99予備費

計 △76,465

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

計 △41,357

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

計
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（款）１資本的収入 （項）１企業債 （単位：千円）

１ 企業債 △ 168,800 公共下水道築造事業債 １公共下水道築造事業債

流域下水道建設事業債 １流域下水道建設事業債

（款）１資本的収入 （項）２国庫補助金 （単位：千円）

１ 国庫補助金 △ 5,000 国庫補助金 １国庫補助金

（款）１資本的収入 （項）３工事負担金 （単位：千円）

１ 工事負担金 △ 301 工事負担金 １工事負担金

計 △ 301

説 明

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

説 明
区 分 金 額

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

区 分 金 額

計

△ 5,000

△ 168,800

資　　本　　的　　収　　入

説 明
区 分 金 額

計
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（款）１資本的収入 （項）４受益者負担金 （単位：千円）

１ 受益者負担金 △ 30,100 受益者負担金 １受益者負担金

（款）１資本的収入 （項）５分担金 （単位：千円）

１ 分担金 公共下水道事業分担金 １公共下水道事業分担金

（款）１資本的収入 （項）６他会計負担金 （単位：千円）

１ 他会計負担金 △ 3,637 一般会計負担金 １流域下水道建設費負担金

２臨時財政特例債元金償還金負担金

５雨水処理負担金（土地購入の起債償還金）

６児童手当負担金

説 明
区 分 金 額

計 △ 3,637

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

説 明
区 分 金 額

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

説 明
区 分 金 額

計 △ 30,100

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

公共下水道事業会計
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（款）１資本的収入 （項）７他会計補助金 （単位：千円）

１ 他会計補助金 一般会計補助金 １一般会計補助金

説 明
区 分 金 額

計

目 本 年 度 前 年 度 比 較

節
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（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （単位：千円）

目

１ 公共下水道施設拡張費 △21,409 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○汚水管渠整備事業
１ 管理職手当 20委託料
２ 扶養手当 26工事請負費
３ 地域手当 30補償金
４ 住居手当
５ 通勤手当 ○雨水調整池整備事業
７ 時間外勤務手当 20委託料
８ 夜間勤務手当 26工事請負費
９ 休日勤務手当

管理職員特別勤務手当 ○雨水ポンプ場整備事業
期末手当 26工事請負費
勤勉手当
児童手当 ○公共下水道整備事務

６ 法定福利費 ８旅費
１ 市町村職員共済組合負担金 12報償費
２ 災害補償基金負担金 13被服費

８ 旅費 14備消品費
２ 普通旅費 15燃料費
報償費 17印刷製本費
１ 報償金 18通信運搬費
被服費 20委託料
１ 被服費 22賃借料
備消品費 23修繕費
２ 消耗品購入費 37会費負担金
３ 図書購入費 39保険料
燃料費 40負担金補助及び交付金
１ 諸車燃料費 41還付加算金
印刷製本費

資　　本　　的　　支　　出

節 ・ 細 節
説 明

区 分 金 額
本 年 度 前 年 度 比 較

公共下水道事業会計
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（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （単位：千円）

目

１ 印刷製本費 ○職員給与費
通信運搬費 １給料
４ 後納郵便料等 ２手当等
委託料 ６法定福利費
１ 業務委託料
２ 設計監理委託料
賃借料
４ 機械及び装置借上料
修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
５ 工具、器具及び備品修繕費
工事請負費
１ 工事請負費
補償金
１ 補償金
会費負担金
１ 会費負担金
保険料
１ 自動車保険料
負担金補助及び交付金
１ 負担金
還付加算金
１ 還付加算金

２ 公共下水道施設改良費 １ 給料 事業別予算の内訳
２ 一般職給

２ 手当等 ○汚水管渠改良事業
２ 扶養手当 20委託料
３ 地域手当 26工事請負費
４ 住居手当 30補償金
５ 通勤手当

節 ・ 細 節
説 明

区 分 金 額
本 年 度 前 年 度 比 較
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（単位：千円）

７ 時間外勤務手当 ○汚水ポンプ場維持事業
８ 夜間勤務手当 20委託料
９ 休日勤務手当 26工事請負費

管理職員特別勤務手当
期末手当 ○雨水ポンプ場維持事業
勤勉手当 20委託料
児童手当

６ 法定福利費 ○岸町一丁目下水道管路施設更生事業
１ 市町村職員共済組合負担金 26工事請負費
２ 災害補償基金負担金

８ 旅費 ○公共下水道施設改良事務
２ 普通旅費 ８旅費
被服費 13被服費
１ 被服費 15燃料費
燃料費 21手数料
１ 諸車燃料費 22賃借料
委託料 23修繕費
１ 業務委託料 39保険料
２ 設計監理委託料
手数料 ○職員給与費
１ 手数料 １給料
賃借料 ２手当等

その他借上料 ６法定福利費
修繕費
４ 車両及び運搬具修繕費
工事請負費
１ 工事請負費
補償金
１ 補償金
保険料
１ 自動車保険料

３ 流域下水道費 負担金補助及び交付金 事業別予算の内訳
１ 負担金

公共下水道事業会計
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（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （単位：千円）

目

○流域下水道整備事業負担金
40負担金補助及び交付金

○雨水幹線整備事業負担金
40負担金補助及び交付金

４ 固定資産購入費 有形固定資産購入費 事業別予算の内訳
６ 工具、器具及び備品購入費

○管渠維持管理共通事務
72有形固定資産購入費

○ポンプ場維持管理共通事務
72有形固定資産購入費

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

計
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（款）１資本的支出 （項）２企業債償還金 （単位：千円）

目

１ 企業債償還金 △31,426 企業債償還金 事業別予算の内訳
第７次下水道事業債
第８次下水道事業債 ○借入金償還
公共下水道事業債 81企業債償還金
流域下水道建設事業債
災害復旧事業債

（款）１資本的支出 （項）３予備費 （単位：千円）

目

１ 予備費 予備費 事業別予算の内訳
１ 予備費

○予備費
99予備費

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

計 △31,426

本 年 度 前 年 度 比 較
節 ・ 細 節

説 明
区 分 金 額

計
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